





























　（1）「商法一部施行」（官報明治26年 3 月 6 日）　
　（2）「法典調査會規則」（官報明治26年 3 月25日）
　（3）「法典調査會正副總裁及主査委員決定」（官報明治26年 4 月14日）


































































（ 3 ）「商法＝發表間際に字句訂正」（郵便報知新聞明治23年 4 月21日）
　記事の日付は旧民法の公布日である。そして旧商法について次のように報じている。
　本来，旧商法は 4 月 8 日に公布される筈だったが，字句修正を必要としたために公布を延期した。そ
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（ 2 ）「明治二十三年の重要記事（三）」（東京日日新聞明治24年 1 月10日）
　この記事は旧商法だけでなく，旧民法についても言及されている。
　まず前年の山田顕義司法大臣の辞表提出については，商法延期が原因であると書かれている。





























（ 2 ）「第三議會の終了と其の収穫」（東京日日新聞明治25年 6 月16日）
　法典の更なる施行延期に関する法律が1892年（明治25年）6 月11日に成立した。その法律案を成立さ
せた第 3 帝国議会が 6 月14日に閉会したことについて次のように報じられている。




て，公布および執行を命じる（旧憲法第37条，第 5 条，第 6 条）。旧憲法には内閣についての規定はなく，


























































（ 3 ）「司法大臣辭任　法典延期の引責」（東京日日新聞明治25年 6 月23日）
　東京日日新聞では司法大臣辞任について，「法典延期の引責」と断定する記事を載せている。また本記
事によると，任免は宮中で22日16時20分に行われた。同時に農商務大臣河野敏鎌も免官となった37）。
（ 4 ）「法典延期案　閣議上程さる」（日本明治25年 7 月16日）
　日本（「にっぽん」という紙名である）によると，7 月16日に法典延期法案は司法大臣河野敏鎌によっ
て内閣に提出された。これによって閣議が開かれ，採否が決定されることになった38）。
（ 5 ）「法典問題の成行」（時事新報日本明治25年 9 月 3 日）
　法典延期法案は明治25年 7 月16日に閣議上程された。その後も天皇による裁可がないまま，約 2 か
月が過ぎた。その経過を大略，以下のように報じている。
　延期法案が第三帝国議会を通過してから，内閣では意見の対立があった。
　8 月 9 日に第 2 次伊藤内閣が成立している。その前は松方内閣であったが，その松方内閣では法典断
行の見込が強かった。一方で伊藤博文は延期派である。また内務大臣井上馨は民法人事編と商法等は修
正を要するという意見であった。司法大臣山県有朋は断行派に与していた。






















































































（ 1 ）「商法一部施行」（官報明治26年 3 月 6 日）

















　第 2 条について，商法第 1 編「商ノ通則」の内，第 6 章「商事会社及ヒ共算商業組合」が一部施行され
た部分である。第 3 条について，第 1 編第 2 章は「商業登記簿」について，第 4 章は「商業帳簿」について
の定めである。要するに会社法関連規定が一部施行された。














































（ 4 ）「商法の疑點研究　商法會議所内に法典調査會設立」（東京日日新聞明治26年 7 月 6 日）
　1893年（明治26年）7 月 6 日頃，商法会議所に法典調査会が設立されたと報じられている。これは法
典修正を審議している法典調査会とは同名の別機関だと思われる。
　報道によると，最近実施された商法（＝旧商法）の疑問を研究するために設置された。会議は毎週火曜

















































1 ）中里・新聞集成明治編年史・後掲・1 巻・例言 1 ページ，緒言 1-2 ページ。なお旧字体は新字体にした。
2 ）大阪毎日新聞は毎日新聞の前身である。
3 ）外務大臣大隈重信の不平等条約改正案がイギリスの新聞『タイムズ』により報道された。その内容は，大審院判事に

















10）旧民法財産編第 9 条第 4 項
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48）中里・新聞集成明治編年史・後掲・8 巻・438ページ。























同 2『憲法撮要』改訂第 5 版（有斐閣，1932年）。
（2018年 7 月12日掲載決定）
『新聞集成明治編年史』にみる法典論争
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